
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 富山県 南砺市

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】

類似団体に比して大きな職員数や公共施設数などにより、当比率が高くなっている。予算編成でのマイナスシーリングや、職員数の適正化を進めている効果によ

り、年々、数値が改善しているところ。

収入面では、普通交付税が地域雇用創出推進費の新設や地方再生対策費により増額し、臨時財政対策債発行可能額が大幅に伸びたことからを増額して発行し

たことにより、当該年度の経常一般財源が増えている。歳出面では、職員数の削減による給与費の減、H18年度から行っている公債費繰上償還により当該年度の元

金償還額の圧縮により、経常的な支出額が減少している。

今後も引き続き、コストを意識した予算執行や職員数適正化、類似公共施設統廃合、高利率地方債繰上償還などを行い、当該比率の改善に努める。

【人件費】

職員数の適正化を計画的に進めている効果から、昨年度と比して比率が改善している。人件費の類似団体平均値との比較をすると、人口一人当たりの数値では

上回り、職員一人当たりの数値では下回っている。特に、退職手当組合への負担金はどちらの数値も平均値を上回っている。

ちなみに、「財政比較分析表」における「住民1,000人当たりの職員数」では、類似団体及び県内団体の平均値を上回っているものの、「ラスパイレス指数」では、類

似団体平均値より適正な数値となっているところ。

今後も引き続き、事務事業の見直しや退職者の3分の1補充、早期勧奨退職の実施により職員数の適正化を計画的に進めながら、合併後10年で200人減員を目指

す。（病院事業を除く。）

【物件費】

公共施設数の多さから維持管理費が嵩んでいるものの、比率では類似団体および県内平均を下回っている。今後も引き続き、類似施設の統廃合を進めると共に、

当初予算編成時にマイナスシーリングを設け、指定管理者制度の積極的な導入を行いながらコストの低減を進める。

【公債費】

建設事業債の償還により、当比率が高くなっているものの、昨年度と比して比率が改善している。その主な理由は、既発債の繰上償還により当該年度の元金償還

額が減少したこと。

合併特例債や過疎債、辺地債など充当率の高い地方債を使うため、当該比率は急速に改善することはないが、今後も事業費縮減や積極的な繰上償還、償還期間

適正化などにより、毎年度の元金償還額を減らすよう努める。

【補助費等】

一部事務組合（衛生施設、常備消防など）への負担金や下水道事業、病院事業への繰出金が縮減の傾向にある。今後、公営企業の経営健全化計画や集中改革

プランなどへ取り組み、収益の向上から基準外繰出金の縮減に努める。

【その他】

当該比率が上昇した理由は、対前年度比で除雪経費が嵩んだことと、後期高齢者医療事業特別会計の療養給付費負担分の繰出金が大幅な増額となったためで

あり、健康で元気な南砺市づくりに努める中で、かかる経費を縮減したい。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 5,154,417 91,814 78,261 17.3
賃金（物件費） 245,704 4,377 5,458 ▲ 19.8
一部事務組合負担金（補助費等） 895,399 15,949 7,980 99.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 374,862 6,677 730 814.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 88,779 1,581 2,833 ▲ 44.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 36,636 653 1,627 ▲ 59.9
▲退職金 ▲ 676,478 ▲ 12,050 ▲ 9,856 22.3
合計 6,119,319 109,001 87,032 25.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 11.40 8.67 2.73
ラスパイレス指数 90.7 97.0 ▲ 6.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素） ※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

5,427,505 96,678 55,960 72.8

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 35 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,287,064 40,739 16,750 143.2
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

519,107 9,247 4,214 119.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

195,843 3,488 2,207 58.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

1,376 25 14 78.6

▲特定財源の額 ▲ 188,229 ▲ 3,353 ▲ 3,860 ▲ 13.1
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 5,671,352 ▲ 101,022 ▲ 43,688 131.2

合計 2,571,314 45,802 31,632 44.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

8,034,830 137,303 ▲ 29.6 57,030 4.7 ▲ 34.3

うち単独分 2,948,286 50,382 ▲ 58.3 37,129 ▲ 6.2 ▲ 52.1

7,917,475 136,591 ▲ 0.5 56,780 ▲ 0.4 ▲ 0.1

うち単独分 3,939,985 67,972 34.9 34,392 ▲ 7.4 42.3

5,340,482 92,956 ▲ 31.9 60,510 6.6 ▲ 38.5

うち単独分 3,913,257 68,114 0.2 33,757 ▲ 1.8 2.0

6,701,986 118,111 27.1 57,376 ▲ 5.2 32.3

うち単独分 4,737,994 83,499 22.6 32,650 ▲ 3.3 25.9

6,850,814 122,031 3.3 70,789 23.4 ▲ 20.1

うち単独分 3,976,126 70,825 ▲ 15.2 40,880 25.2 ▲ 40.4

過去５年間平均 6,969,117 121,398 ▲ 6.3 60,497 5.8 ▲ 12.1

うち単独分 3,903,130 68,158 ▲ 3.2 35,762 1.3 ▲ 4.5
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